
令和６年度 いわて森林づくり推進人材育成事業運営業務 企画提案審査方法等 
Ⅰ 審査方法 
１ 審査にあたっては、次の審査基準等により、委員ごとに企画提案内容を評価・評点し、委員会で合計した総評点により順位を決定する。 
２ 総評点の最高点が同点となった場合は、それらのうち１位(同順１位を含む)とした委員の人数が最も多い提案者を上位者とする。 
３ 参加者が１者のみであった場合でも、次の審査基準等により企画提案内容を評価し、本業務を実施するにふさわしいか否かを審査する。 

Ⅱ 審査基準等 

選考基準 項目 仕様書 採点にあたっての視点 配点 

１企画提案
内容が的
確である
こと 

・業務の趣旨・目的等
を正確に理解してお
り、企画提案の内容が
的確であること。 

・業務の進め方、参加
者の安全確保等の方
策が的確に提案され
ていること。 

業務内容 

＜配点５点＞ 

〇集合研修 
・環境重視の森林づくり研修（前後期各１回） 
・森林づくり活動実践研修（前後期各１回） 
・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝ研修（１回） 
・森林づくり活動安全講習（１回） 
・いわて森林づくりｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修（１回） 
〇派遣研修 
・地域林政アドバイザー養成研修（前後期各１回） 
・伐木等業務従事者特別教育（１回） 
・刈払機作業従事者安全衛生教育（１回） 
〇安全装具貸与（１式） 

・研修全般の企画・運営の実施、その他付随する一
切の業務 

・効率的・効果的な研修カリキュラムとするため、
既存研修への派遣を組み合わせて実施 

・希望者に安全装具を貸与 

・業務内容を理解しており、業務毎に相応しい
企画提案が行われているか。 

 

5 

15 

実施方法 

＜配点５点＞ 

 

〇集合研修 （７回） 
〇派遣研修 （４回） 
〇安全装具貸与 （１式） 

・各研修に応じた講師依頼、企画・スケジュール調
整、資機材・資料等の準備 

・企画に沿った研修の運営、アンケート調査・研修
の総括 

・企画提案内容は、仕様書に沿った提案内容と
なっているか。 

・業務が円滑に行えるスケジュールが組まれて
いるか。 

5 

安全確保策等 

＜配点５点＞ 

共通事項 ・参加者等の安全確保・補償対応に万全を期するこ
と。 

・遠隔地の居住者が研修に参加しやすいよう配慮す
ること。 

・感染症対策を徹底すること。 

・参加者等の安全確保に関する考え方、対応策
については十分か。 

・遠隔地の居住者の研修参加に関する考え方、
対応策については十分か。 

・感染症対策に関する考え方、対応策について
は十分か。 

5 

２業務実施
に十分な
体制を有
すること 

・過去に類似の業務を
実施した実績がある
こと。 

・実績がない場合は、
活動状況や構成員の
資格等から十分な能
力があると判断でき
ること。 

実施体制 

＜配点５点＞ 

  ・ 本業務に類する業務の有無、成果等。 
・ 団体の活動状況や構成員の資格等。 
・ 活動分野が偏らず、県内全域で活動できる

構成員、協力団体から構成されているか。 

5 

10 運営基盤 

＜配点５点＞ 

 + ・ 団体の運営基盤（財政、人材）が安定して
おり、事業実績報告、理事会や総会の開催
など適切な運営がされているか。 

・ 団体の経営基盤が安定しており、適切な経
営がされているか。 

5 

３見積書の
内容が適
正である
こと 

・見積書に記載された
内容が仕様書で示し
た業務内容・業務量と
整合性が図られいる
こと。 

・金額が見積限度額の
範囲内であること。 

見積額 

＜配点５点＞ 

 
・見積限度額 2,827,000 円（税込） ・ 見積限度額の範囲内であるか。 5 

10 見積内容 

＜配点５点＞ 

〇企画運営   １式 
〇集合研修   ７回 
〇派遣研修   ４回 
〇安全装具貸与 １式 
〇報告書作成  １式 

 ・ 見積内容は企画提案書等の提案内容と整合
性がとれているか。 

・ 積算に係る単価や経費が市場価格から判断
して妥当な内容となっているか。 
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４特に優れ
た点があ
ること 

・特に加算すべき優れ
た内容が認められる
こと。 

その他 

＜配点５点＞ 

 ・ 上記以外に、業務目的を達成するため効果
的な企画提案や、業務遂行上優れた活動、
工夫が図られているか。 

5 5 

合計     40 

注：採点基準は、以下の項目ごとに５点満点で採点を行う。 

大いに評価できる やや評価できる 普通 
一部内容が不十分、 
あまり評価できない 

内容が不十分、 
全く評価できない 

５点 ４点 ３点 ２点 １点 

 

◎ 添付資料 

組織に関する調書、定款・会則等。 

 


